
君津共同火力株式会社 （単位：千円）

資　産　合　計

負　債　合　計

繰 延 税 金 資 産 138,448

91,003

その他利益剰余金

純　資　産　合　計

負債 ・ 純資産合計

1,267

6,192,953 株 主 資 本

固 定 負 債

預 り 金

2,495,469

そ の 他 8,500,000

24,610,000

役員退職慰労引当金

（純資産の部）591

23,942

37,866,596機 械 及 び 装 置

貸 借 対 照 表

2024 年 3 月 31 日 現 在

科　　　　　目 金 額 科　　　　　目

流 動 資 産

金 額

79,295

流 動 負 債

未 収 入 金

現 金 及 び 預 金

15,650,000

12,671,423

短 期 借 入 金 3,700,000

（資産の部）

貯 蔵 品

1,167,463

有 形 固 定 資 産

（負債の部）

未 払 金

3,295,677

売 掛 金

91

388,656

24,820,837

154,185

未 払 費 用 1,013,227

土 地

2,767

733,824

45,237

工 具 備 品 等 そ の 他 固 定 負 債

未 払 法 人 税 等そ の 他 流 動 資 産

未 払 消 費 税 等

4,588,692

29,675,848

買 掛 金 7,602,224

2,072,475

１年内返済予定長期借入金

9,682,302

100,757

前 払 費 用

繰越利益剰余金

設 備 利 用 権

資 本 金

319,769

長 期 借 入 金

固 定 資 産

46,185,681

52,878,107

構 築 物

57,375

2,495,469

建 物

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

54,496,685

165,600

6,194,812

10,995,469

102,561

前 払 年 金 費 用 61,069

497,613

57,375

利 益 剰 余 金

評価・換算差額等

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

2,495,469
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そ の 他 投 資 等

建 設 仮 勘 定

65,549,530 65,549,530

11,052,845

195,534

その他有価証券評価差額金



君津共同火力株式会社 （単位：千円）

そ の 他

21,007

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

そ の 他

固 定 資 産 除 却 費 41,682

32,886

売 上 原 価

売 上 高

科 目 金 額

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

売 上 総 利 益

372,038

118,797,841

117,720,083

1,077,758

409,756

668,001

136,105

損 益 計 算 書

2023 年 4 月 1 日 か ら
2024 年 3 月 31 日 ま で

115,097

357,500

432,068

支 払 利 息

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
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372,038

197,290

174,747

3,800

193,490

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 及 び 住 民 税



君津共同火力株式会社 (単位:千円)

当期首残高

当期純利益

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

- 3 -

174,747

2,495,469

30,803

174,747

8,500,000 10,995,469

30,803

174,747

繰越利益剰余金

2,320,721

純資産合計

10,851,525

174,747

利益剰余金合計

株主資本合計

10,820,721

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

2,320,721

174,747

2,495,469

当期変動額

174,747

26,572

26,572

26,572

174,747

当期変動額合計

26,572

201,319

11,052,845当期末残高 57,375

26,572

株主資本等変動計算書

2024 年 3 月 31 日 まで
2023 年 4月 1日 から

評価･換算差額等株　主　資　本

57,375

資　本　金

8,500,000

利益剰余金

その他利益剰余金



君津共同火力株式会社

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの･･････････

市場価格のない株式等････････････････････

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

２.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

(2)無形固定資産

３.引当金の計上基準

(1)退職給付引当金

(2)役員退職慰労引当金

４.収益及び費用の計上基準

（貸借対照表に関する注記）

千円

千円

千円

千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

(1)営業取引による取引高

千円

千円

(2)営業外取引による取引高

千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

普通株式･･････････850,000株

退職給付債務の算定にあたり､退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については､給付算定式基

より案分した額を､それぞれ発生の翌事業年度から償却しております｡

59,805,882

行義務を負っております｡当該電力需給契約は､一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり､毎月末日に実施する

短期金銭債務 6,679,276

①収益

１.有形固定資産の減価償却累計額

1,773

82,780,233

短期金銭債権

①収益

３.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

②費用

4,672,172

160,276,398

検針による顧客の使用量に基づく履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております｡

電力の販売に係る収益は､発電した電力の供給販売であり､顧客との電力需給契約に基づいて発電した電力を供給する履

定率法(ただし､1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降取得した建物附属

設備及び構築物は定額法)を採用しております｡

２.保証債務(従業員の住宅取得借入金に対する債務保証）

従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

役員の退職慰労金の支給に備えるため､内規に基づく期末要支給額を計上しております。

個 別 注 記 表
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定額法を採用しております｡

す｡

準によっております｡

2023 年 4 月 1日 から
2024 年 3月 31 日 まで

移動平均法による原価法

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価は移動平均

法により算定)

5,601

数理計算上の差異は､各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７年)による定額法に

当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数



（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 千円

未払事業税 千円

未払賞与 千円

税務上の繰越欠損金 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債

前払年金費用 千円

その他有価証券評価差額金 千円

繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

（金融商品に関する注記）

１.金融商品の状況に関する事項

２.金融商品の時価等に関する事項

( ) ( ) ( )

（＊）負債に計上されているものについては、(　）で示しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

(1)投資有価証券

(2)長期借入金(１年内返済予定借入金を含む)

（関連当事者との取引に関する注記）

(1)親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）

（注２）

　 その他有価証券 102,561 102,561

役員の兼任

その他の
関係会社

－

32,085,839

4,670,705　被所有 電力の販売

会社等の名称

331,612

買 掛 金日本製鉄㈱

石炭購入(注1)

108,137

49,984,501

議決権等の所有

△ 153,820

電力販売(注1)

販売電力､購入燃料の価格等の取引条件は､市場実勢を勘案した適正な総括原価等を提示して交渉のうえ決定し

172,833

時　　価(＊)

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には､それらのインプットがそれぞれ属するレ

期末残高

差　　額

関連当事者
との関係

金融商品の時価を､時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて､以下の３つのレベルに分類し

△ 125,256

ベルのうち､時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております｡

ガス購入(注1)

ております｡

(被所有)割合
科　目種　類

59,805,882

6,608,267

１の時価に分類しております｡

っており､レベル２の時価に分類しております｡

上場株式は相場価格を用いて評価しております｡上場株式は活発な市場で取引されているため､その時価をレベル

△ 22,268

5,527

32,465

売 掛 金

ております｡

取引金額は消費税等を含めず､期末残高には消費税等を含めて記載しております｡

取引の内容

138,448

借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり､全て固定金利で調達しております｡

計上額(＊)

(2)長期借入金 40,134,744

2024年３月31日における貸借対照表計上額､時価及びこれらの差額については､次のとおりであります｡なお､現金及び短

(1)投資有価証券

売掛金に係る顧客は信用リスクのない顧客に限定されております｡また､投資有価証券は株式であり､上場株式については

四半期ごとに時価の把握を行っております｡

- 5 -

当社は､資金運用については短期的な預金等に限定し､銀行等金融機関からの借入により調達しております｡

貸借対照表

取引金額

これらの時価は､元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ

(単位：千円）

△ 39,343

直接50％ 燃料の購入

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては注記を省略しております｡

177,791

△ 17,074

12,648

40,260,000



（１株当たり情報に関する注記）
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１.１株当たり純資産額　　13,003円35銭

２.１株当たり当期純利益　　 205円59銭


